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洋上風力発電先進地域の欧州では、近年、プロジェクトの大規模化とコスト低下が進

み、同分野は競争期に突入している。こうした中で、長年、失業と人口減による低迷が

続いていた英国の港湾都市ハルとハンバー地域は、大手風車メーカーの工場新設による

拠点港としての整備を契機に、官民学のパートナーシップによる洋上風力産業のエコシ

ステム構築が進み、活気を取り戻した。

欧州からは2周回遅れと言われている日本の洋上風力発電事業は端緒についたばかり

である。充実した港湾インフラと産業集積の素地があり、アジア圏への市場拡大を見据

える北九州市、地域振興を目指し、港湾整備やサプライチェーンの構築から始める秋田

県、世界の最先端をゆく浮体式の洋上風力発電を地域のローテクで実現し、離島での低

炭素エネルギー循環型社会モデルを提供する長崎県五島市など、各地で様々な取組みが

進展している。

アブストラクト

（キーワード）　再生可能エネルギー　洋上風力　ハル

洋上風力発電の拡大と地域活性化
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１．はじめに

2018年７月、日本政府はの2050年に向けた
エネルギー政策の中長期的な方向性を示す

「第５次エネルギー基本計画」を閣議決定し
た。低炭素であり、国産エネルギーとして日
本のエネルギー安全保障に貢献する再生可能
エネルギー（再エネ）を「主力電源化」する
方針が初めて明確に打ち出されたが、中でも
洋上風力発電の導入拡大は喫緊の課題となっ
ている。

世界第６位の排他的経済水域を有する我が
国での洋上風力発電は、大きなポテンシャル
がありながらも、これまで日本の海域に特有
な地形や海象条件、様々な既存の制度や規
制、電力系統接続そして漁業権の制約など
で、欧州先進各国の趨勢から取り残されてき
ていた。

しかし、2016年７月１日には改正港湾法１

が施行となり、地方自治体が管理する港湾内
での洋上風力発電事業に関して、次いで2019
年４月１日からは「海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関
する法律」（洋上新法）２が施行され、それぞ
れ一般海域（領海・内水のうち、漁港、港湾
区域などを除く海域）での事業に関して、一
定のルールが導入された。さらに７月末に
は、地域での合意形成などが進んでいるとし

て、秋田県の能
の

代
しろ

市
し

、三
み

種
たね

町
ちょう

および男
お

鹿
が

市
し

沖
と由

ゆ

利
り

本
ほん

荘
じょう

市
し

沖、千葉県銚子沖、長崎県五
島沖の４海域が、国から促進区域に指定され
る特に有望な候補として公表されている３。
今後は2030年のエネルギーミックス４におけ
る洋上風力発電の導入目標である82万kW

（820MW）５の早期達成に向けて、開発が加
速する。

そこで本稿では、脱炭素化と地域振興を同
時に達成し、持続可能なコミュニティづくり
の実現に貢献しうる洋上風力発電分野で、世
界のトップを行く英国において、近年、地域
クラスターの成功事例として世界的な注目を
集めるハル市とハンバー地域の取組みを紹介
し、次いで福岡県北九州市、秋田県、並びに
長崎県五島市における洋上風力事業の現状
を、地域振興の視点から考察する。

２．洋上風力発電の仕組み

低炭素であり発電に燃料コストがかから
ず、発電設備の大型化や、プロジェクトの大
規模化が比較的容易な風力発電は、世界で導
入が急速に拡大しており、再エネの中では太
陽光発電と並んで設備導入量が多い。

風車の受ける風力エネルギーは風車の羽根
（ブレード）が回転してできる受風面積、つ
まりブレードの長さの２乗、そして風力の３
乗に比例する。また、風速は上空に行くほど

１　従来、港湾の水域利用者への占用許可は最長３年で、事業を継続する場合は更新手続きが必要であった。しかし、改正
港湾法により創設された占用公募制度では、20年間の占用が法的に担保され、洋上風力発電の事業リスクが低減した。

２　政府が指定する一般海域内の促進区域で発電事業者を公募する制度を創設し、落札者には最長で30年間の海域占有許可
を与える。発電事業者の事業予見性を高め、新規参入を促す。

３　これ以外に地元で受け入れ準備の進んでいる７海域（青森県沖日本海（北側）、同（南側）、青森県陸奥湾、秋田県八
はっ

峰
ぽう

町
ちょう

および能代市沖、秋田県潟
かた

上
がみ

市
し

沖、新潟県村上市・胎
たい

内
ない

市
し

沖、長崎県西
さい

海
かい

市
し

江島沖）も公表されている。
４　2030年度の電源構成に占める再エネ比率は22 ～ 24％で、うち風力発電全体の目標は1,000万kW（10GW）。
５　風力発電業界団体である一般社団法人日本風力発電協会（JWPA）は2030年の目標累積導入量として10GWを提言してい

る。JWPAウェブサイトhttp://jwpa.jp/k5u8z6e6/gfisf4vk/180222_offshore_proposal_s.pdf
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大きくなる。従って、風力発電設備は年間を
通じて安定した風が吹き、平均風速が大きい
所に、より大きなブレードでより高く建設す
るのが発電効率上望ましい。

当初、陸上から始まった風力発電である
が、開発が進むにつれて風況がよく、物理的
に設置し易い用地が少なくなった。また、技
術の進歩に伴い、風車が大型化したこともあ
り、環境への影響、騒音、景観などの面から
地元住民による建設反対などが頻発するよう
になった。そのため、問題が比較的少なく、
陸上に比べて風況もよく、大型風車を多数設
置した、大規模なウィンドファーム（風力発
電所）の開発が可能となる洋上での事業が拡
大している。

水深が50ｍ程度までの海域の場合、着床式
と呼ばれる方式が採用されている。基礎を海
底に設置し、その上に支柱であるタワーを固
定し、タワー上に伝達軸（ローター軸）、増
速機、発電機等を収納するナセルを載せ、最
後に風車の羽（ブレード）をナセ
ルのローター軸にハブで連結すれ
ば風車が完成する（図表１）。水
深が50ｍを超えるようになると、
主としてコストの面の制約から、
浮体式と呼ばれる方法を採用す
る。浮体式の場合は風車を海洋に
浮かせ、係留チェーンとアンカー
で海底に固定する（図表２）。

発電された電力は海底に埋設さ
れた送電線により、陸上変電所経
由で電力系統に送られる。また、
同時に埋設される通信ケーブルに
より発電施設は監視施設や変電所

と結ばれており、リアルタイムの様々なデー
タ通信により遠隔監視や制御が可能になって
いる。

（図表１）洋上風力発電設備の主な構成部品

（出所�）NEDO「再生可能エネルギー技術白書」第２版、
2014年２月

（図表２）着床式基礎と浮体の種類

（出所�）「風力発電分野の技術戦略策定に向けて」技術戦略研究センター
レポートTSC Foresight No.27, 2018年７月
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部品点数２万点と言われ、自動車産業に匹
敵するサプライチェーンの構築が不可欠とさ
れる風力産業には製造業の集積と様々な技
術・ノウハウが必須となる。とりわけ洋上で
の事業には通常、拠点港となる大規模な港湾
整備が必要で、陸上での建設スキルに加え
て、海洋工事のノウハウや特別な船舶、IoT

（モノのインターネット）、ビッグデータや
ＡＩ（人工知能）など最新のＩＴ技術を駆使
した遠隔操作・監視、海象のデータ分析・予
測などが必要となる。発電所の完成後も、長
期にわたる運営・保守管理（O&M）に携わ
る専門技術者や作業船が不可欠で、風車の耐
用年数が過ぎる20～ 25年後にはリパワリン
グ（更新・増強）や撤廃作業が行われ、一連
の工程が繰り返される。事業活動の全工程に
おいて、労働の安全性や衛生問題、環境問題

（Heal th ,  Secur i ty , 
Environment、HSE）
への適切な対応も必須
である。

近年の計画は大規模
化しており、費用が数
千億円に上る場合もあ
る。そのため、初期の
計画段階から、最小限
のリスクで効率的かつ
低コストで事業を実現
するための専門的なプ
ロジェクト・マネージ
メントの手腕が不可欠
となる。ハードなイン
フラに加えて、制度・

基準、技術・運用ノウハウ、人材育成等のソ
フトインフラが欠かせない総合的な一大プロ
ジェクトである。

３．日本および世界の洋上風力発電の
現状

日本における2019年７月末時点の洋上風力
発電設備の累積導入容量は、

・長崎県五島沖	 2,000kW×１基（浮体式）
・福岡県北九州市沖
	 2,000kW×１基（着床式）
・千葉県銚子沖	 2,400kW×１基（着床式）
・福島県沖	 2,000kW×１基（浮体式）
　　 同	 5,000kW×１基（浮体式）
　　 同	 7,000kW×１基（浮体式）
・福岡県北九州市沖
	 3,000kW×１基（浮体式）

６　環境アセスメント（環境アセス）については脚注24を参照。

（図表３）洋上風力発電の導入状況と計画６

（出所�）経済産業省資源エネルギー庁資料（2018年11月末現在）を一部改変
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の合計２万3,400kW（23.4MW）に過ぎない。
しかも、福島県沖の7,000kW機については、
商用運転の実現は困難で、早急に発電停止の
上、撤去すべきとの報告書が2018年８月に福
島沖プロジェクトの総括委員会から提出され
ている。その一方で、計画段階の洋上風力発
電プロジェクトは、2018年11月末時点でおよ
そ540万kW（5.4GW）であり（前頁図表３）、
それ以降に把握できている秋田県での大型プ
ロジェクト３件（150.1万kW、50万kW、54
万kW）を加えると約790万kW（7.9GW）と
なる。これは世界トップの洋上風力先進国で

ある英国の2018年までの
累積導入量（８GW弱）
に匹敵し、過熱感は否め
ない。

世界風力会議（GWEC）
の発表によると、2018年
における世界の洋上風力
発電設備導入量は新規が
約450万kW（4.5GW）、
2018年末の累積導入量は

約2,310万kW（23.1GW）に達した（図表４）。
2018年の新規導入量が１位となった中国の伸
びは特筆すべきであるが（図表５）、依然と
して累積導入量で世界の34％を占める英国の
地位は揺らいでいない（図表６）。

欧州では1990年代初めから同分野での開発
が進められており、既に30年近い歴史があ
る。2005年頃までの初期～成長段階を過ぎた
後は成長拡大期に入り、2012年からは毎年
100万kW（１GW）以上が導入されるように
なった。そして、2015年には新規導入量が
300万kW（３GW）に飛躍し、累積導入量も

（図表５）2018年の新規洋上風力発電設備容量
（国別、％）

4,496MW

ドイツ
22％

英国
29％

中国　
40％

その他
　9％

（出所�）GWEC “Global Wind Report 
2018”, April 2019から筆者作成

（図表６）2018年末現在の累積洋上風力発電設備容量
（国別、％）

23,140MW中国
20％

ドイツ
28％

英国
34％

その他
18％

（出所�）GWEC “Global Wind Report 
2018”, April 2019から筆者作成

（図表４�）主要各国の洋上風力発電設備導入の推移【2017年と2018年、MW（１
MW＝1,000kW）】

（出所�）GWEC“Global Wind Report 2018”,April 2019から筆者作成
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1,000万kW（10GW）を越えて、本格的な競
争入札が始まった（図表７）。こうした中で、
事業化における最大の懸案事項となっていた
洋上風力の発電コストは、評価方法として標
準的な指標であるLCOE（Levelized Cost of 
Electricity、均等化発電原価）７ベースで10
円／kWhを切る水準にまで低下しており、
入札では補助金なしの（卸市場価格での）落
札も相次いでいる。

こうした背景には、2020年以降の気候変動
問題に対する世界的枠組みとなるパリ協定が
ある。同協定では、世界の平均気温上昇を産

業革命以前に比べて２度未満（できれば1.5
度）に抑えるために、今世紀後半までには温
室効果ガスの排出を実質ゼロにするというこ
とが設定されている。そのため、とりわけ欧
州では各国政府が、洋上風力分野を脱炭素社
会構築に向けてのエネルギーパラダイムシフ
トの鍵と捉え、同分野に注力することとなっ
た。

また、洋上風力発電の劇的な市場拡大とコ
スト低下の具体的な要因には、①同分野を成
長産業と捉えた各国政府が、長期的な大規模
導入の明確な数値目標を掲げ、事業者や投資

７　発電所の建設から廃棄まで、発電に必要な全てのコストの合計を、発電所の生涯発電量の想定値で割ったもの。

（図表７）欧州における洋上風力発電導入の状況

欧州における洋上風力発電のコスト低減のトレンド

洋上風力発電導入状況（②拡大期・成熟期以降）

（出所）資源エネルギー庁「再エネ海域利用法の運用について」2019年７月
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家の事業開発リスクを低減することで、新規
の市場参入と競争を促すような入札制度を整
えたこと（制度的要因）、②プロジェクト規
模の大型化とともに技術革新が起こり、機器
の信頼性向上、建設工程の合理化と効率化、
ICT、IoT、ＡＩ等によるO&M技術の進歩な
どが生じたこと（技術的要因）、③規模の経
済と学習効果により、洋上風力産業のサプラ
イチェーンが成熟したこと（経済的要因）、
④脱炭素化と持続可能な発展の理念が次第に
浸透し、地球環境や社会環境に配慮しない投
融資行動はリスクが高く、経済合理性がない
と考えられるようになり、再エネセクターに
資金が集まりやすくなってきたこと（理念的
要因）、などが考えられる。

英国など欧州の洋上風力先進国と日本が決
定的に異なるのは、海洋石油・ガス開発に関
連する産業の有無である。海底油田・ガス田
がほとんど存在しない日本では、海洋作業の
ノウハウの取得や、作業に必要となる各種船
舶の調達には困難が伴う。また、制度・政策
面での違いとして、英国では沿岸から12海里

（約22メートル）の海域の海底と海底資源は
王室の所有財産であり、これを管理するクラ
ウン・エステートの経済的活動により、洋上
風力発電のための海域設定が円滑に行われる
という特殊事情がある。欧州での漁業権をめ
ぐる課題については、利害関係者間の協議の
手順を明確に定めたり、補償の基準を定めた
りと、ある程度、制度的な枠組みが定まって
いる。同様に系統への接続についても、欧州
では発送電分離８が進み、電力市場が発達し

ているため、低コストの電力から調達される
という市場原理が働く。さらに、系統接続の
明確なルールを設定し、柔軟に運用するなど
して、再エネ普及を主眼とする各国のエネル
ギー・環境政策に適合する体制づくりが長年
にわたり進められてきた。ようやく再エネが
主力電源化されたことで、日本でも遅まきな
がらこうした体制づくりに向けた動きが始ま
っているが、今後、さらに政策当局が取り組
んでゆかなければならない課題は山積してい
る。

４．英国ハル市とハンバー地域の事例

洋上風力発電産業の拡大が、急速な地域再
生の原動力になっていることで注目を集めて
いるのが英国イングランド北東部、北海に注
ぐハンバー（Humber）川河口近くの北岸に

８　欧州では2003年にＥＵ指令による発送電の法的分離が行われ、2009年には一歩進んだ、所有権分離を含むＥＵ指令が出
ている。現在、英国、スペイン、イタリア、北欧諸国などで所有権分離が導入されている。

（図表８）キングストン・アポン・ハル市の位置

（出所�）Aura／University of Hull プレゼンテーション
資料、2019年６月６日
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位置する港湾都市キングストン・アポン・ハ
ル（Kingston upon Hull、以下、ハル（図表
８））とハンバー川河口地域一帯である。同
地域には2000年以降、英国で貨物の取扱高が
最大（トンベース）の港湾であるグリムズビ
ー（Grimsby）とイミンガム（Immingham）
の２港が含まれる（図表９）。両港を合わせ

た2017年の取扱高は約
54万トンで、英国全体
の11％強を占めてい
る（図表10）。10年前
であれば、今や洋上風
力産業による地域再生
の代名詞ともなって
いるドイツの港湾都
市ブレーマーハーフ
ェン（人口およそ11.5
万人、2016年）９に学
べと関係者が視察に列
をなしたが、今やハル
とハンバー地域に倣え

と、訪問者が絶えない。
人口約26万人のハル市（2016年）

は、かつてトロール船漁業の漁港と
して栄えた町で、1969年は水揚高（約
22万トン）で首位を占め、ハルを含
むハンバー地域（人口約92万人、
2016年）では英国名物のフィッシ
ュ・アンド・チップス用のタラを始
めとする水産品加工や造船・修繕、
化学・精油などの産業が発達してい

た。しかし、1950年代後半から20年にわたり
英国とアイスランドは漁業権や領海拡大をめ
ぐって対立し、最終的に英国が大きな譲歩を
余儀なくされた結果、漁業が劇的に衰退し
た。さらに合理化の波に洗われ、関連する造
船業も廃れた。同地域はその後低迷の時期を
迎え、ハルは高い失業率と犯罪率、低所得、

９　ブレーマーハーフェンはブレーメンとともに「自由ハンザ都市ブレーメン」（ブレーメン州）を構成しており、ブレーメ
ン州の人口は約54.8万人（2016年）。主力産業の造船業を1980年代後半から、次いで東西冷戦の終結により在留米軍を失い
経済が急激に悪化したが、2000年代初頭から洋上風力発電による復興をめざし、奇跡の回復を遂げた。

（図表９�）ハル、グリムズビー、イミンガムとハンバー地域、並びに同地域沖の洋上
風力発電プロジェクト

（出所�）DONG Energy “Impact of DONG Energy Investments in the Humber Area” 
Nov.2015を筆者加工

（図表10）英国港湾の取扱高トップ５
（単位：百万トン）

（出所�）Department of Transport “Annual Port Freight Statistics 
2017”, 22 Aug. 2018

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/
system/uploads/attachment_data/file/762200/port-freight-
statistics-2017.pdf
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人口減等で長期にわたり英国の最貧都市のひ
とつに名を連ねてきた。

こうした中で2010年代半ばから、急拡大す
る北海の洋上風力発電事業の拠点港として最
適なロケーションにあるハンバー地域は、既
存の北海油田・ガス田開発関連のサプライチ
ェーンが洋上風力発電に転用できることもあ
り、未来志向で低炭素型産業の恩恵を受ける
こととなった。

2014年３月、洋上風力分野における最大手
の風車メーカーであるSiemens（当時）が
１億6,000万ポンド（216億円）を投じて、ハ
ル港のアレクサンドラ・ドックに風車のター
ビン（ナセル）製造・組立工場の建設を、ま
た、同社のパートナーとして、1983年の英国
港湾民営化後にハンバー地域の港湾の管理運
営を引き継いでいたAssociated British Ports 
Holdings（ABP）が１億5,000万ポンド（203
億円）を投資し、拠点港として必要となる港
湾の整備を行うことが最終決定した。その
後、Siemensの工場は風車のブレード製造用
に変更となったものの、2016年末に完成した。

このような大規模投資により、地域には
1,000名を超える直接雇用が創出され10、長期
的な建設、O&Mサービスへの需要が生まれ、
洋上風力産業へのサプライチェーンが構築さ
れてゆくこととなった。

ハンバー地域沖合に大型プロジェクトを抱
え、同じくハンバー地域の港を拠点港のひと
つとして使用するデンマークの国営電力会社
であり、最大手の洋上風力開発事業者でもあ

るOrsted（旧DONG Energy）は、2015年11
月の調査レポートで、同社の既存の事業サイ
ト開発に関連して2013年から2019年の間に10
億ポンド（1,350億円）がハンバー地域のビ
ジネスと雇用のために投じられることにな
り、さらに、同社が新たに獲得した事業サイ
トへの投資も続くため、2030年までの同地域
への投資は、12億1,000万ポンド（1,634億円）
の付加価値を生み、2015年から2020年の間は
平均して年間1,600名の雇用が、その後は
O&Mに携わる500名の長期雇用が確保され
る、などと推定している11。

しかし、Siemensが投資決定に至るまでに
は紆余曲折があり、2010年に基本合意書

（MOU）が交わされてから調印まで４年もの
歳月が流れた。この間ハンバー地域では、基
本合意後すぐに、市議会（ハル市議会とヨー
クシャー東ライディング市議会）やABP、ハ
ル大学などの関係者による連携組織であるグ
リ ー ン ポ ー ト・ ハ ル（Green Port Hull、
GPH）が正式に発足（2010年）し、誘致に向
けて積極的に基盤づくりを行った。

GPHはハンバー地域を、洋上風力のみなら
ず、その他の再エネをも含む世界的な再エネ
センターとして確立するという目標のもと、
政 府 の 地 域 成 長 基 金（Regional Growth 
Fund）などを受け、長期間、低迷を続けて
いた同地域に欠けていたビジネス環境整備の
一環として、技能訓練、スキルアップ、サプ
ライチェーン構築のための企業支援、研究開

10　University of Hull Webサイト “Impact of Green Port Hull boosts Growth of the Local Economy”, 1 Dec. 2017
　　https://www.hull.ac.uk/work-with-us/more/media-centre/news/2017/impact-of-green-port-hull-boosts-growth-of-local-

economy.aspx
11　DONG Energy “Impact of DONG Energy Investments in the Humber Area” Nov.2015
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発などを行い、Siemensによる大規模投資の
機会を確実なものとする原動力となった12。

2016年になると、地域クラスター並びに英
国が、今後も洋上風力分野において優位性を
維持し続けることを目指し、Auraプロジェ
クトが立ち上がった。Auraは、ハル大学が
推進する官民学のコンソーシアムで、地域ク
ラスターの競争力維持・向上のために、低炭
素エネルギー分野における①企業へのビジネ
ス支援、②将来に向けての人材育成、③研究
開発とイノベーション13、に注力する。メン
バーとして準公的機関である地方企業パート
ナーシップ14（ハンバー地方企業パートナー

シ ッ プ ）、 風 車 メ ー カ ー（Siemens 
Gamesa15）、事業開発者（Orsted、Engie）、
大学（ダーラム大学、シェフィールド大学）、
研究所（OREカタパルト16、国立海洋研究所）、
GPH、研修プロバイダー（CATCH）、など
が連携し、精力的な活動を行っている（図表
11）。

ハンバー地域が一体となった取り組みの成
果のひとつとして米国への進出がある。本年
５月には、Auraおよび同地域で海洋事業に
携わる200超の地元企業からなるチーム・ハン
バ ー・ マ リ ー ン・ ア ラ イ ア ン ス（Team 
Humber Marine Alliance、THMA） が、 洋

12　University of Hull “The History of the Siemens-ABP Investment in Hull”
13　スマートグリッド、ビッグデータ、仮想現実（仮想世界に現実を反映させる技術）や拡張現実（現実に仮想世界を反映

させる技術）、デジタルマニュファクチャリング（製造工程のデジタル化）などを含む。
14　地方自治体と地域経済の優先事項を決定し、経済成長と雇用創出を促進するため、2011年に創設された自治体と私企業

との自主的なパートナーシップ。
15　Siemensは2017年４月にスペインの大手風車メーカー Gamesaと合併した。
16　2013年に設立された非営利の政府系機関で、洋上風力と海洋エネルギー分野における技術開発、応用研究および国内の

サプライチェーンの発展に取り組む。

（図表11）ハンバー地域の地域クラスター

（出所�）英国政府「産業政策　洋上風力産業政略」2019年３月
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上風力としては米国初であり、唯一、商用運
転をおこなっているロードアイランド島沖

「ブロック島風力発電所」（30MW、６MW×
５基、ＧＥ製風車）の地元で、地域経済支援
や活性化に携わる準公的機関のロードアイラ
ンド・コマース・コーポレーション（Rhode 
Island Commerce Corporation、RICC）とコ
ンサルティング契約を結んだ。今後数年にわ
たり、AuraとTHMAはRICCのために洋上風
力戦略を立案し、調査分析をおこない、地域
クラスターやサプライチェーン構築のノウハ
ウを伝授する。

THMAは米国市場が今後ハンバー地域の
企業にとって極めて有望な輸出先になること
を見越して、３年前から米国の各地域と地域
間交流を深めていた。今回、地道な活動が実
を結び、Aura／THMAはRICCの入札で契約
を勝ち取ることになった。このような成果
は、地域に単なる経済的な利益をもたらすの
みならず、ハンバー地域クラスターの知見が
世界的に認知された証しともなっている。

++５．福岡県北九州市と洋上風力発電

日本で洋上風力発電産業の拠点となるべく
計画的な準備を行っている自治体の筆頭に挙
げられるのは北九州市である。同市は1963年
に５市（門司、小倉、若松、八幡、戸畑）の
対等合併によって誕生し、488㎢に人口約96
万人を擁する政令指定都市で、福岡県の北部
に位置し、北と東を海に囲まれ、九州の玄関
口として栄えた歴史を持つ。1901年（明治34
年）には官営製鉄所（のちの八幡製鉄所）が
設置され、日本最大の鉄鋼供給地となり工業化
が進んだ。戦後は鉄鋼・金属などの重工業を中
心に発展し、高度経済成長の原動力となった。

主要産業は製鉄所、化学、セメント、陶器、
自動車などであるが、2000年代には製造業か
らサービス業への産業構造の転換が進んでい
る。1950～ 60年代に深刻な環境汚染を住民、
企業、行政が一体となって克服した歴史があ
り、こうした経験から地域に環境関連技術が
蓄積されている。現在は国から承認をうけた

（図表12）洋上風力発電の基地港を目指す響灘地区

（出所）北九州市Webサイト
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/dayori/170401/special/special.html
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第一号の「エコタウン」17のひとつとして、
エコビジネスの集積が進んでおり、地域住民
も環境意識が高い。

北九州市の海に面した響灘地区には広大な
未利用地が存在し、充実した港湾インフラが
ある（図表12）。加えて、響灘港からは西日
本のみならず、朝鮮半島や台湾まで
が 出 荷 可 能 な 市 場 と な る（図表
13）。そこで、こうした地域特性と
地の利を生かし、今後、大きな成長
が見込まれる風力発電関連産業の総
合拠点の形成を進めることになった。
「グリーンエネルギーポートひび

き」と名付けられた2,000ヘクタール
に及ぶ響灘地区の拠点には18基、合
計で約３万5,000kW（35MW）の風
車が設置されており、16基は陸上風
力、 １ 基 は 着 床 式 洋 上 風 力 発 電

（2,000kW）、もう１基は浮体式洋上風力発電
設備（3,000kW）である。加えて、響灘海域
に洋上ウィンドファーム設置予定エリアを設
け、2016年８月に公募による誘致を開始し、
翌2017年２月に事業者として「ひびきウィン
ドエナジー株式会社」（代表企業：九電みら
いエナジー、構成企業：電源開発、北拓、西
部瓦斯及び九電工）を占用予定者として選定
した。プロジェクト規模は最大で22万kW

（5,000kW風車で44基）、総事業費1,750億円程
度で、2022年の着工を予定している。

港湾や道路、工業団地、人材教育施設、研
究所などの様々なインフラ整備が必要となる
洋上風力発電事業の推進には、地元に一定の
産業集積があり、かつ、自治体が地域活性化
を強く主導することが不可欠となるが、同地
域にはこうした素地もあり（図表14）、事業
が拡大してゆけばサプライチェーンの確立に

17　地域の廃棄物を様々に利活用することで最終的にこれをゼロとする循環型社会の構築と環境調和型のまちづくりを目指
す地方自治体の「エコタウンプラン」を国が承認し支援する制度で、北九州エコタウンは1997年に川崎市、長野県飯田市、
岐阜県とともに第１号の承認を受けた。

（図表13）響灘港から集荷が可能となる洋上風力市場

（出所�）岩本 晃一「北九州市響灘地区洋上風力産業拠点の
形成による地域振興・雇用創出」九州経済調査月報
2018年10月号

（図表14�）北九州市内の企業が参画可能と考えられる洋上風力発
電産業に関わる業種

（出所�）北九州市環境局資料「北九州市のエネルギー政策」2019年２
月20日を加工
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あたっての大きなアドバンテージとなる。
北九州市が目指すのは、ブレーマーハーフ

ェンのような拠点港であるが、後発のハルや
ハンバー地域が、ソフトインフラに力点を置
きつつ、欧州地域の新たなハブとして成長し
ている手法には見習うべきものがあろう。す
でにアジアでは中国、台湾、韓国など、製造
業に強い東アジア各国が我が国より一足先に
洋上風力産業へ本格参入し、そのプレゼンス
を高めつつある。また、競争力をもった欧州
企業が、ブルーオーシャンを求めてアジア洋
上風力市場への進出を加速させている。こう
した中で、今後はハードインフラの整備のみ
ならず、ソフトパワーの蓄積がますます重要
性を増してゆくと予想される。

６．秋田県と洋上風力発電

インフラ整備では北九州市に遅れをとるも
のの、目下、洋上風力発電の開発に、県内外
の関係者が殺到しているのが秋田県である。
再エネ資源に恵まれる同県内では、様々な分
野のプロジェクトが数多く進行しており、県
は秋田を国内最大級の再エネ供給基地とし、
関連産業集積による地域経済活性化と雇用創
出を目指している。とりわけ風況に恵まれて
いることもあり、近年は陸上風力発電の導入
が目覚ましく、2018年末の累積導入量は42万
kW（420MW）と昨年の35万5,000kW（355MW）
から約18％（65MW）増加し、2017年に首位
であった青森県を抜いて全国１位となった18

（図表15）。

18　2018年末で２位の青森県は418MW、３位の北海道は409MW。

（図表15）日本の風力発電都道府県別導入量（2018年末現在）

（出所�）一般社団法人日本風力発電協会「日本の風力発電導入量（2018年末時点：速報）」
2019年２月４日
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秋田県の行政や地元企業を突き動かしてい
るのは強い危機感だ。同県では日本一の速度
で人口減少が進んでおり、100万人を切るの
は目前となっている19。過去に地域を支えてき
た非鉄鉱業や石油産業が縮小し、県内総生産

（GDP）20は東北６件中最低で、全国47都道
府県中でも和歌山県に続く40位に沈んでいる。

こうした地域の地盤沈下を憂い、警鐘を鳴
らした人たち21の信念とリーダーシップの下、

風力を地域再生の鍵とするため、秋田の地元
資本で風力発電事業者を作るという目標に向
けての努力が、2012年に株式会社ウェンテ
ィ・ジャパンの創設として結実し22、また、
地元の北都銀行を、地域企業のリスクを引き
受けプロジェクトファイナンス（プロファイ）23

を手掛ける、小規模な地方銀行としては異色
の存在に変えた。

県内では、秋田港湾内と能代港湾内、そし
て一般海域で６件と、合計で８件の環境アセ
スメント（以下、環境アセス24）手続きがお
こなわれている（図表16）。

秋田港・能代港の港湾区域（次頁図表17の
①、②）での洋上風力発電事業は、県が海域
を指定の上で事業者を公募し、2015年２月５
日に丸紅が選定された25。着床式洋上風力発
電所で運転開始予定は2022年末となっている。

2016年７月には丸紅に加えて、大林組、東
北電力の完全子会社で再エネを手掛ける東北
自然エネルギー、風力発電専門会社のエコ・
パワー 26、秋田銀行、関西電力、中部電力、
さらに地元企業の大森建設、秋木製鋼、加藤

19　秋田県で人口が最多の市は秋田市（約31万人）で、能代市は約５万3,000人で６位、潟上市は約３万2,000人で８位となっ
ている（2019年１月１日現在）。

20　2015年度における秋田県のGDPは前年度比0.5％増の３兆3,669億円で、日本のGDPの0.62％。内閣府「平成27年度県民経
済計算」、2018年８月31日公表

21　東京からのＵターン組である、現ウェンティ・ジャパン社長の佐藤裕之氏や北都銀行の故町田睿会長など。
22　2013年には地域の風資源を地元で有効活用するために、100社を超える企業等による秋田風力発電コンソーシアム「秋田

風作戦」も立ち上げた。
23　担保を取って融資を行う通常のコーポレートファイナンスではなく、事業からの収益のみを融資返済の原資とするプロ

ファイは、案件に対する専門的な知識が必要となり、大手地銀でも手掛けるところは少ない。
24　環境アセスは大規模な開発事業の実施において、適切に環境配慮がなされるよう行われる一連の手続き（環境への影響

の予測・評価、住民や関係自治体などからの意見聴取、専門家による内容審査等）。現在のところ、風力発電では１万kW
以上の案件で実施が義務付けられており、7500kW以上の場合は必要か否が個別に判断される。風力発電拡大における障害
のひとつとなっており、アセスにかかる期間（通常４年程度）の短縮や規模要件の緩和が議論されている。

25　港湾区域内【港湾管理者（地方公共団体など）の権限が及ぶ水域】については、洋上風力発電設備の導入を円滑に行え
るよう港湾法が改正され、公募により管理者の選定した事業者が最長20年間、指定された海域を占有することが可能にな
った（2016年７月施行）。

26　エコ・パワー株式会社は2019年４月１日にコスモエネルギーホールディングスの完全子会社となり、７月１日付で社名
をコスモエコパワー株式会社に変更した。

（図表16�）秋田県で環境アセスメント手続中の洋上
風力発電事業（2019年７月22日現在）

事 業 名 規　模
（万 kW） 事 業 者

（仮称）秋田港
　　　　洋上風力発電事業 5.46 丸紅など ①

（仮称）能代港
　　　　洋上風力発電事業 8.82 丸紅など ②

（仮称）秋田県北部
　　　　洋上風力発電事業 45.50 大林組 ③

（仮称）秋田県由利本荘市沖
　　　　洋上風力発電事業 100.00 レノバなど ④

（仮称）八峰能代沖
　　　　洋上風力発電事業 18.00 ジャパン・リニューアブル・エナジー ⑤

（仮称）秋田中央海域
　　　　洋上風力発電事業 50.00 ウェンティ・ジャパンなど ⑥

（仮称）秋田
　　　　洋上風力発電事業 150.10 日本風力開発 ⑦

（仮称）能代・三種・男鹿沖
　　　　洋上風力発電事業 54.00 住友商事 ⑧

合　計 431.88

（出所�）秋田県Webページから筆者作成
（注）①～⑦に関しては、図表17の①～⑦に対応
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建設、寒風（石材・建設会社）、協和石油、
沢木組、三共（風力発電の修理、保守管理）
の合計14社が、同年４月に丸紅が設立した特
別目的会社（SPC）である「秋田洋上風力発
電株式会社」に出資し、共同で開発可能性調
査を行うことになった。本事業は東北電力

（ただし子会社経由）、関西電力、中部電力
の大手電力会社３社がともに出資するという
珍しいプロジェクトで、再エネには消極的と
いう感のあった既存の電力会社も、将来を見
据えて、事業方針を転換していかなればなら
ない状況の表れとなっている。

2018年２月７日には環境アセスの最終段階

である準備書が提出され、地域住民への住民
説明会等も始まったが、当初は2019年３月に
予定されていた事業化決定の判断を、今秋ま
で延期することになった。「事業の許認可な
ど国内でまだルールが作られていない部分」
があることなどが理由とされている27。

一般海域については、洋上新法の施行によ
り、今後、さらに計画が増える可能性もある
が、2018年末までに３事業、2019年に入って
からは３事業が環境アセスを開始している。
計画は大規模化しており、設備導入予定量は
合計で432万kW（4.32GW）と、同県のこれ
までの陸上風力累積導入量の10倍を超える。

能代市、三種町、男鹿市の沖合（秋田県北
部沖）では大林組が45万5,000kW（455MW）、
120基規模を（③）、由利本荘市の沖合ではレ
ノバがエコ・パワー及びＪＲ東日本エネルギ
ー開発と共に100万kW（1GW）、140基規模
を（④）、能代市・八峰町の沖合ではジャパ
ン・リニューアブル・エナジーが18万kW

（180MW）規模を（⑤）計画している。由利
本荘市沖の案件には今年３月に入って東北電
力が出資を表明したが、これは同社として初
めての風力発電開発への参画となる。

本年２月にはウェンティ・ジャパン、エ
コ・パワー、三菱商事パワーの３社が50万
kW（500MW）規模を秋田市、潟上市沖合で

（⑥）、また日本風力開発株式会社が150.1万
kW（1.501GW）、158基規模を八峰町、能代市、
三種町、男鹿市の沿岸域および沖合で（⑦）
申請しているが、５月末には住友商事が、大
林組と日本風力開発が参画を表明している海

27　秋田魁新報記事、2019年３月22日

（図表17）秋田県内で計画される洋上風力発電の概要
（「丸紅など」は港湾内、その他は一般海域）

N

秋田市

男鹿市

能代市

由利本荘市

三種町

潟上市

大潟村

日 本 海
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港
湾
区
域

秋
田

港
湾
区
域ウェンティ・
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日本風力開発
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レノバなど

丸
紅
な
ど

⑤

⑦

③

⑧

⑥ ①

②

④

（出所�）秋田魁新報（2019年６月１日）を参考
に筆者作成
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域で、54万kW（540MW）、50基の事業を計
画していることが明らかになった（⑧）。日
本風力開発および住友商事の案件は、実現す
れば現状では最新の10MW級風車の導入とな
る。

日本国内での県外資本との競争のみならず、
確立した技術とノウハウの販路を拡大しよう
とアジア市場に攻勢をかけてくる欧米企業と
の競争の中で、現状では洋上風力発電に関連
する産業集積がほとんどなく、港湾整備もこ
れからの状況で、今後、どこまで地元主導の体
制作りが出来るかは大きなチャレンジとなる。

陸上風力案件では、目下、潟上市の沿岸部
を中心に、地元企業主導で２つの大規模風力
発電所の建設が進む。出戸浜海水浴場の南北
には県の保安林が続いている。この南側のエ
リアに整備される「秋田潟上ウィンドファー
ム」（65.99MW、約3,000kW×22基、総事業
費およそ190億円）は地元のウェンティ・ジ
ャパン及び県外の三菱商事パワー（三菱商事
の100％子会社）とシーテック（中部電力グ
ループ会社）の３社による事業28で、北側に
整備される「A－WINDかたがみ風力発電所」

（39.95MW、2,300kW×17基、総事業費およ
そ156億円）は地元企業が中心となって設立
したA－WIND ENERGY29によるプロジェク
トである（図表18）。前者は米ＧＥ製、後者
は独ENERCON製の風車を採用する。

本来であれば作業効率やコスト、将来にわ
たっての保守管理等の面から見て、地元主導
かつ広域連携による大規模開発が望ましいと

考えられていた事業だが、最終的には地域内
の利害調整や確執もあり、２つの別個の事業
に分割されてしまったと言われている。その
ため選定された風車メーカーも別々になって
いるようだが、こうした状況は地域にとって
好ましくない。ハルやハンバー地域の経験か
らみても、広く県内の多様な分野のプレーヤー
と柔軟に連携してゆくことが、成功の秘訣だ。

28　３社による合同会社への出資比率はウェンティ・ジャパン51.0％、三菱商事パワー 43.9％、シーテック5.1％。
29　大館製作所、タプロス、千代田興業、千代田電気工業、日本電機興業、秋田銀行が中心となり設立。

（図表18�）秋田県有の保安林に建設中の風力発電所
の位置

N 56
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101
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出戸浜
海水浴場

秋田港

船越水道

日 
本 
海

秋
田
市

潟上市

秋田潟上ウインド
ファーム発電所

A-WINDかたがみ
風力発電所

（合計出力６万5,990kW）

（合計出力3万9,950kW）

（出所�）秋田魁新報社（2017年10月６日）を
参考に筆者作成
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７．長崎県五島市と洋上風力発電

製造業の基盤はほとんどない小さな離島で
あるにも関わらず、長崎県五島市では2016年
から日本で初めて、洋上風力分野の次世代を
行く浮体式の発電設備（2,000kW×１基）が
商用運転されている。浮体式は世界で開発競
争が進んでいるが、運転を開始しているプロ
ジェクトは10に満たず、複数基の規模で商用
運転を行っているのは北欧最大のエネルギー
会社であるノルウェーのEquinor（旧Statoil）
が英国スコットランド沖で手掛けるHywind 
Scotland（6,000kW×５基で30MW、2017年）
のみである。

長崎県五島市は、県の西方海上約100kmに
位置し、大小152の島々からなる五島列島の
南西部にあり、総面積は420.10㎢、11の有人
島と52の無人島で構成されている（図表
19）。気候は対馬海流の影響をうけて比較的
温暖だが、台風が頻発し年間降雨量も多い。
人口は３万6,814人（2019年５月末現
在、世帯数２万弱）となっており、
1955年の９万2,000人弱をピークに
減少の一途をたどっている。主要な
産業である農業と漁業は、若者の都
会への流失により担い手が減少する
一方で、高齢化が進む。

危機感を募らせていた五島市で
は、海に囲まれ、年間を通して強い
風が吹く島の特性を活かした自然エ
ネルギー開発による島の活性化を模
索していた。一方、欧州などと違っ
て遠浅の海域は少ないが、風力のポ

テンシャルには恵まれている島国である日本
に適した、水深100ｍ以上の海域用の浮体式
洋上風力発電設備の可能性を実地で試した
い、と適地を探していた戸田建設グループと
の思いが一致した。

洋上風力発電事業では最大の課題となる漁
業従事者の理解だが、五島市の場合、戸田建
設グループから打診があった当時の市議会議
長は市議会の議長は、10か所ある漁業協同組
合を代表する五島漁業協同組合の会長でもあ
り、衰退してゆく五島の漁業を憂い、漁業と
共栄できる新たな事業モデルを思考してい
た。そうした中で、五島市が日本初の浮体式
洋上風力発電事業に参画することを大きなチ
ャンスと受け止め、漁業関係者のとりまとめ
役を担った。

こうした出会いと３者の強い信頼関係の下
で、長い時間をかけた地域住民や漁業関係者
との地道な対話と説明の積み重ねにより、大
方の理解が得られ、五島市の椛島沖海域での
実証事業が実現し（2010～ 15年環境省補助

（図表19）長崎県五島市椛島と福江島の位置

（出所�）長崎県Webサイト「ながさきのしま」
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事業）、2,000kW級の風車（日立製）
を搭載した商用規模の浮体式洋上風
力発電施設の設置と実証運転に成功
した（図表20）。

この浮体はハイブリッドスパー型30

と呼ばれる細長い円筒形のもので、
上部は鋼、下部はコンクリートから
出来ている。水圧や海水・錆に強く、
鋼に比べて安価で成形も容易なコン
クリートを使用することでコストダ
ウンを図った。土木工事の現場で普
通につかわれている下水道の管や地
下鉄のトンネルと同じような中が空洞の構造
物なので、耐久性は実証済であり、ローテク
のため地元で製造できる。

着床式とは異なり、浮体式の浮体部分は進
水させれば自然に浮いて立ち上がる。そこで

戸田建設グループは、比較的ローテクかつ安
価な台船（半潜水型スパット台船「フロート
レイザー（FLOAT RAISER）」31）を開発し

（図表21）、全国のどこにでもあるタグボー
トや作業船を、必要なときにだけ調達してき

30　九州大学・戸田建設のグループが開発。
31　戸田建設と吉田組の共同出資会社であるオフショアウィンドファームコンストラクション合同会社が、環境省の「低炭

素型浮体式洋上風力発電低コスト化・普及促進事業」（事業期間2016年～ 2018年度）の補助を受けて建造。

（図表20）

実証実験時の風車の位置（星印）と
終了後の移設先（丸印） 風車全景（撮影：西山芳一氏）

（出所�）戸田建設株式会社プレスリリース、2016年４月５日

（図表21�）フロートレイザーでの「積み込み（ロールオン）」と「浮上・
進水（フロートオフ）」の手順

（出所�）オフショア ウィンドファーム コンストラクション株式会社資料
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て使えばよい建造方式も考案した。出来る限
りの仕事は陸で済ませ、洋上での作業時間を
極力短縮し、コスト削減を図る工夫の一環だ。

この方式での浮体式施設建設では、特別に
大規模な拠点港の整備などを必要とせず、通
常の岸壁でも多少の改修工事などをおこなう
だけで建設拠点として使用することができ、
地元の建設業者らに様々な仕事を創出できる
という。

「はえんかぜ32」と名付けられた同施設は実
証事業終了後、撤去解体される予定であった
が、地元からは風車を残せ、と反対の声が上
がった。そのため、五島市が所有し、戸田建
設が全額出資子会社の五島フローティングウ
ィンドパワーを通じて管理・運転を行ってい
くこととなり、発電設備は2016年に、椛島沖
サイトから福江島崎山漁港の沖合５kmの海
上に曳航された。現在、発電電力は海底ケー
ブルから福江島内の変電所を経由して九州電
力の系統に連系され、福江島の住民に供給さ
れており、同島の電力需要のおよそ10％を賄
う規模となっている33。

戸田建設は、福江島の沖合で最大10基・
２万2,000kW（22MW）の浮体式洋上風力発
電拡張事業を進めており、既に建設資金の一
部として150億円をグリーンボンド（環境債）
で調達している34。100億円の企業枠も50億円
の個人枠も、ほぼ瞬時に売り切れたという。
環境アセスは2018年10月で終了しており、
2020年の着工を予定している。工事にあたっ

て、浮体の鋼の部分は長崎県内の工場で、コ
ンクリート部分は五島市の建設会社が製造す
る計画で、可能な限り地域経済への貢献に努
める。一方、風車に関しては、2019年１月に
日立製作所が風力発電機の製造中止を発表し
たため、発注済の2,000kW風車はそのまま日
立製の使用を予定としているが、実証実験用
のより大型風車については検討中となってい
る。

８．おわりに

日本にとって洋上風力発電は、これまでそ
の開発に制約が大きかった分、今後に期待が
持てる分野である。

洋上風力発電により活力を取り戻したハル
とハンバー地域からの教訓は、様々な分野の
プレーヤー間での柔軟なパートナーシップを
通じて、次世代に向けた人材育成とイノベー
ションを可能にする洋上風力発電のエコシス
テム形成の重要性だ。

北九州市は広くアジア市場を見据え、拠点
づくりに着々と布石を打っている。秋田県で
は陸海双方からの風力発電大量導入で、サプ
ライチェーン構築による地域振興を見目指
す。そして五島市は、小さな島から世界の最
先端分野である浮体式洋上風力発電にローテ
クで挑みながら、低炭素エネルギーの地産地
消によるエネルギー自立と漁業再生を模索し
ている。

洋上風力発電は燃料費とCO2ゼロで大量の
電力供給を可能にできるところに大きな利点

32　地元の言葉で南風を意味する。
33　2,000kW級の風車の発電量はおよそ1,800世帯分。
34　企業向け100億円は2017年12月、個人向け50億円は2018年12月に募集された。
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がある。五島市では島で使い切れない余剰電
力で水を電気分解して水素を取り出し、島民
の足を確保するための小型水素燃料電池船

（図表22）で活用する脱炭素エネルギーの循
環型社会システム実現にむけての実験も行っ
た35。今後は、様々な地域でその要請に応じ
た風力発電活用のアイディアが生まれてくる
だろう。

35　五島市椛島での実証実験時に設置した水素製造設備を、実験終了後、福江島に移転する予算がなかったため、現在のと
ころ燃料電池船としては使われていない。

（図表22）五島市の水素燃料電池船「長吉丸」

（出所�）五島市Webページ「五島市の再生可能エネル
ギー情報」、2015年10月2日

https://www.city.goto.nagasaki.jp/energy/020/010/ 
020/20190122130314.html

_P010-029_研究報告（石丸様）洋上風力発電～.indd   29 2019/08/22   16:24:44


